
                        第２８号議案

令和２年度 教職員定期人事異動方針について

  令和２年度教職員定期人事異動方針について、別紙案を添えて教育委員会

の審議に付します。 

  令和元年９月２６日

                      一 宮 市 教 育 委 員 会

                      教育長  高 橋 信 哉  

提案理由 

  市民の信託に応え、本市公立小・中学校教育の充実・振興を図り、学校

に清新の気風を醸成し、教職員の教育意欲を高揚するための定期人事異動

方針について、教育委員会の議決を求めるため、本案を提出します。 



      令和２年度 教職員定期人事異動方針について

                   一 宮 市 教 育 委 員 会

１ 方  針

  愛知県教育委員会の「令和２年度教職員定期人事異動方針」に基づいて実

施する。

 (1) 広く人材を登用し、適材を適所に配置し、教育効果の向上をはかる。 

 (2) 新しい教育課題に適切に対応するため、職務経験の多様化や効果的な人 

   材育成をねらいとした配置を推進する。

 (3) 地域及び学校間における教職員構成の均衡、充実をはかる。

 (4) 遠隔地への勤務を余儀なくされている者については、計画的に調整に努 

   める。

２ 実施要項

 (1) 校長については愛知県公立小中学校長任用候補者選考審査による「愛知県

公立小中学校長任用候補者名簿」に、教頭については愛知県公立学校教

頭任用候補者選考審査による「愛知県公立学校教頭任用候補者名簿」に

登載された者から登用する。

 (2) 多様で豊富な教育的経験をもてるように、学校種別間の交流について配慮

する。

 (3) 同一学校の長期勤務者についての異動

  ア 同一学校６年以上の勤務者はその対象とする。

  イ 新任より同一学校５年以上の勤務者を対象とする。

 (4) 同一学校の短期勤務者についての異動

  ア 勤務年数が３年未満の者については、原則として対象にしない。

 (5) 通勤時間は片道おおむね１時間３０分程度までを原則とするが、常に教職

員の適正な配置を優先して考慮する。

 (6) 同一校内における婚姻の場合は、転任について特別に配慮する。
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参 考 資 料  

令 和 ２ 年 度 教 職 員 定 期 人 事 異 動 方 針 

                          愛知県教育委員会

   県民の信託に応えて本県公立学校教育の一層の充実・振興を図り、学校に清

  新の気風を醸成し、教職員の教育意欲を高揚するため、次の基本方針に基づい

て定期人事異動を実施する。 

  １ 適材適所を旨として公正かつ適正な異動を行い、人事の刷新を図る。 

  ２ 新しい教育課題に適切に対応するため、職務経験の多様化や効果的な人材 

   育成をねらいとした配置を推進する。 

  ３ 全県的視野に立ち、広域にわたる人事をさらに推進するとともに、学校間・ 

   地域間における教職員構成の充実・均衡を図る。 

  ４ 特別支援教育、へき地教育及び定時制・通信制教育の一層の充実を図るた

め、教員の配置の適正化に努める。 

  ５ 校長、教頭等への昇任に当たっては、厳正かつ公平な審査に基づき、勤務 

   成績が優秀で、管理・指揮監督能力に優れ、特に包容力のある豊かな人間性 

   と高い識見を有する人材を、男女を問わず登用する。 

  ６ 市町村教育委員会の内申及び校長の意見を尊重する。



第２９号議案

一宮市教育委員会後援名義の使用について

一宮市教育委員会後援名義の使用について、別紙のとおり申請がありました

ので、教育委員会の審議に付します。

令和元年９月２６日

一宮市教育委員会      

教育長 高 橋 信 哉 



一宮市教育委員会後援名義使用許可基準 

（許可基準） 

第２条 後援名義の使用の許可は、次の各号のいずれかに該当する事業に対して行うも

のとする。 

(1) 国又は地方公共団体が主催し、又は後援する事業 

(2) 学校又は学校の連合体が主催する事業 

(3) 市内の公共的団体及びこれに加盟している団体が主催する事業 

(4) 公益法人及びこれに準ずる団体（宗教法人を除く。）が主催する事業 

(5)  次に掲げる団体等が主催する事業で、その内容（入場料、場所、事業内容等）が

適当と認められる事業 

ア 市内の教育関係団体 

イ 報道機関（新聞社又は放送局） 

ウ 国、地方公共団体が補助等をしている団体 

(6) 過去において、教育委員会が後援した実績のある事業 

(7) 前各号に掲げる事業のほか、教育委員会が適当と認めた事業 

２ 前項の規定にかかわらず、当該事業が次の各号のいずれかに該当する場合は、後援

名義の使用を許可しないものとする。 

(1) 営利を目的として行われる事業 

(2) 特定の政党又は宗教団体が主催する事業 

(3) 教育の中立性を損なうおそれのある事業  

(4) 会員制又は会員勧誘を前提とした事業 

(5) 公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれのある事業 

(6) 市内全域を対象としない事業 

(7) 一宮市暴力団等の排除に関する条例（平成 23 年一宮市条例第 24 号）第 2 条第 1

項第１号に規定する暴力団又は同項第 2 号に規定する暴力団員若しくはこれらと密接

な関係を有する者が主催し、又は関与すると認められる事業 

(8) 前各号に掲げる事業のほか、教育委員会が支障があると認めた事業












